自転車駐車場（駐輪場）の附置義務について

建物を新築・増築される方へ

1　駐輪場の附置義務地域

　駐輪場を設置しなければならない地域は、都市計画法で定める市内の商業地域・近隣商業地域です。

2　駐輪場の設置が必要な建物の用途と規模

　①百貨店、スーパーマーケットその他小売店舗等

　　・施設の規模　　店舗面積が400平方メートルを超えるもの

・駐輪場の規模　新築に係る店舗面積20平方メートルごとに1台

②銀行その他の金融機関
・施設の規模　　店舗面積が500平方メートルを超えるもの
・駐輪場の規模　新築に係る店舗面積25平方メートルごとに1台
③遊技場
　・施設の規模　　店舗面積が300平方メートルを超えるもの
・駐輪場の規模　新築に係る店舗面積15平方メートルごとに1台
3　店舗面積の算定方法

店舗面積の算定方法は、用途ごとに定める床面積を合計した面積とします。

　①百貨店、スーパーマーケットその他小売店舗等

　　・売場、売場間の通路、ショーウィンドー、ショールーム、承り所、物品の加工修理場、サービス業による客席及び教室並びにこれらに類するもの

②銀行その他の金融機関
　・銀行室又はこれに準ずる室、待合室、ロビー、応接室、ショーウィンドー及びこれらに類するもの

③遊技場
・遊技室、景品交換所及びこれらに類するもの

4　附置義務駐輪場の算出

①駐輪場の規模に1台未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。
→算出例1参照

②店舗面積が5,000平方メートルを超える施設の駐輪場の規模は、店舗面積5,000平方メートルまでの部分について算定した規模に、店舗面積5,000平方メートルを超える部分について算定した規模の100分の50に相当する規模を加えます。
→算出例2参照

③増築後に「2　駐輪場の設置が必要な建物の用途と規模」に掲げた施設の規模以上となる場合、増築後の当該施設をすべて新築したものとみなして算定します。なお、その場合、現にこの規則により設置されている駐輪場の規模は控除されます。
→算出例3参照

④「2　駐輪場の設置が必要な建物の用途と規模」に掲げる2つ以上の用途に供するもので、増築後に当該用途ごとに算定した駐輪場の規模の合計が10台以上となる増築の場合、増築後の当該施設をすべて新築したものとみなして算定します。なお、その場合、現にこの規則により設置されている駐輪場の規模は控除されます。
→算出例4参照

⑤2つ以上の用途に供する施設が混在した施設の駐輪場の規模は、その用途ごとに算出した規模の合計が10台以上となるときは、その合計台数となります。

→算出例5参照
5　駐輪場を設置する場所

駐輪場は、当該施設もしくはその敷地又は当該施設から50メートル以内に設置しなければなりません。
6　駐輪場の設置基準
駐車台数１台につき、１平方メートル以上です。なお、ラック式の駐輪装置を設置する場合などは、この限りではありません。
7　設置等の届出

駐輪場を設置又は変更しようとする際は、自転車駐車場設置等届出書（立川市自転車等放置防止条例施行規則　第5号様式）による届け出が必要となります。

8　駐輪場設置者の責務
駐車場の設置にあたっては、わかりやすい場所への設置や案内板の設置等、利用者の便利に供するように努めなければなりません。

